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2 環境報告書

環境報告書 2003 について

2004.3.31

・ 編集方針：環境省の環境報告書ガイドライン（2000 年度版）を参考にしました。
・ 対象期間：2002 年 4月 1日～ 2003 年 3月 31 日の活動を中心としましたが、初めての環境報告書と
　　　　　   なりますので、それ以前の活動につきましても、適宜紹介しております。
・ 対象範囲：京都地区（本社工場、九条工場、十条工場、久世工場）および前橋地区（前橋製作所）を
                          対象にしております。

(ISO 認証取得状況参照。国内における日新電機ならびに主要関連会社の工場を全て含みます）
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ごあいさつ

代表取締役社長

　私たちを育んでくれる地球。その地球

も人間の活動によってその包容力を少し

ずつ失いつつあります。多くの生物との

共存だけでなく、人類存亡も課題となり

つつあります。

　人類は英知を結集してこれらを解決し、

持続可能な社会を構築することが求めら

れています。

　当社はこれらの問題解決に積極的に貢

献したいと考え、「人と技術の未来をひら

く」のスローガンのもと、人間尊重を基

本として優れた技術・製品の開発を通じ

て社会に貢献することを基本理念として

きました。

　また、企業が社会の一員であることを

深く認識し、公正かつ透明な企業行動に

徹するとともに、環境との調和、積極的

な社会貢献活動を通じて良識ある市民と

して真に豊かな社会の実現のため尽力し

たいと考えて環境問題への取り組みを進

めてきました。

　

　具体的には 1993 年から全社環境委員会

などの全社体制の整備によって、2001 年

には ISO14001 を認証取得し、環境目標

を掲げて環境を重視した経営を進めてき

ました。

　技術・製品面を例にとりますと、小形

コンパクト化こそライフサイクルアセス

メント（LCA）の観点から有効であると

の考え方のもと、超小形 GIS をはじめと

する新製品の開発･商品化を行い、お客様

から高い評価をいただいています ｡また、

省エネ機器などの環境対応製品や、環境

を改善する機器なども積極的に開発して

まいりました。

　さらに工場管理面では、1994 年の特定

フロンなどオゾン層破壊物質使用全廃、

廃棄物排出半減、省エネルギー実現など

の成果をあげてきました。

　今後も引き続き当社製品の環境性能を

向上させ、全ての製品を環境配慮型の製

品とし、持続可能な社会構築のためまい

進してまいります。

日新電機株式会社
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［環境理念］
日新電機（株）及びその関係会社は地球環境の保全が人類共通の重要課題
と認識し、企業活動のあらゆる面で、環境の保全と調和に配慮して行動する。
当社は受変電設備、調相設備、制御システム、ビーム応用装置等の開発、設計、
製造、販売、据付、保守・点検及びサービスを行っていることを踏まえ、
次の環境方針に基づき行動する。

［環境方針］
１．ISO14001 に基づく環境マネジメントシステムに従い、環境汚染の予
　　防を推進すると共に、環境負荷の低減とその継続的改善に努める。
２．製品の設計から使用、廃棄に至るまでのライフサイクルにおいて、環
　　境に配慮した製品づくりを行う。
３．事業活動全般の環境影響評価を行い、環境目的・目標を定め、定期的
　　に見直しを実施する。
４．環境関連の法規、規制及び協定、受入を決めたその他の要求事項を遵
　　守すると共に、自主基準を設けこれを管理する。
５．環境負荷の低減を目指した次の活動を重点的に取り組む。
　　（1）省エネルギー活動により、電力を主体としたエネルギー使用量  
　　　　の低減を促進し、併せて炭酸ガスの発生量を削減する。
　　（2）資源を有効に活用するため、資源の節約と木屑、紙屑、廃プラ
　　　　スチック等の廃棄物の削減・再利用を促進する。
　　（3）地球温暖化に影響をおよぼす電気絶縁ガス（SF6）の大気へ　
　　　　の排出を抑制する。
　　（4）排水、油及び化学物質の漏洩等による環境汚染を防止する。

６．この環境方針は、社内教育及び啓発活動等を通じて全従業員並びに全
　　構成員に周知すると共に、一般にも開示する。

2000 年 10 月    1 日　制訂
2004 年    3 月 31 日　改訂

環境マネジメントシステム

環境方針
　当社は、下記のような環境理念をもとに環境方針を定めています ｡

　廃棄物・リサイクル ､水質汚濁 ､大気汚染などの従来型の環境問題に加え ､地球温暖化 ､オゾン層破

壊など、地球規模の問題への対応が企業に求められています ｡

　当社は、ISO14001 に基づく環境マネジメントシステムを確立、環境保全活動を推進し、環境分野に

おいて社会貢献を目指しています ｡
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環境保全活動における行動目標と実績

活動項目

環境目的 2003 年度 2002 年度

頁

（2006 年度到達） 目　標 目標　 実績評価 評
価

1 省エネ推進 99 年度比
削減 9.8%

（削減 30837GJ）
削減 8.0% 削減 7.3%

※（削減 8.2%）
削減 7.4%を達成
※（削減 8.4%）

目
標
達
成

⑧　

⑨

2
省資源・
リサイクル
活動

廃棄物総排出量
99 年度比削減 21.8%
（削減 544 ｔ）

削減 18.8% 削減 6.8%
※（削減 7.0%）

削減 16.8%を達成
※（削減 17.3%）

目
標
達
成

⑩　
　

⑪

再資源化率
80.0%以上 77.0%以上 75.0%以上 再資源化率 76.0%を達成

埋立廃棄物 1.0%以下
(ゼロエミッション活動 ) 廃棄物調査と

改善施策検討 （02 年実績埋立廃棄物　5.0％）

3 SF6ガスの大気排出削減
大気排出率
3.0%以下 3.5%以下 9.5%以下 SF6 ガス大気排出率 4.6%を達

成

目
標
達
成
⑫

4 環境汚染防
止

排水、油、有害物質排
出・漏洩による環境汚
染防止策の継続実施

汚染防止策実施
（銅漏洩防止。有害物
質保管、取扱い遵守・

改善等）

汚染防止策検討

環境汚染防止策検討実施
例１．新塗装方式検討
例２．メッキ排水、油、有害
物質の保管、扱い確認と問題
点抽出

目
標
達
成

⑬　

⑭化学物質（トルエン ､
キシレン ､エチルベン
ゼン）01 年度比

削減 8％（1.3 ｔ削減）

化学物質 01 年度比
削減 5％（0.8 ｔ削減）

化学物質取扱量
削減値決定

化学物質取扱量
削減値決定実施（取扱量基準
実績：16.1 ｔ）

5 環境に配慮した製品づくり

・環境配慮設計推進
・有害物質含有調査

・設計基準に基づく 
   活動
・有害物質調査試行

・設計基準作成
・製品中の有害物質
   含有調査の基本方
   針決定

・ISO 規定：環境配慮設計基準
　作成実施
・製品中含有有害物質の取組基
　本方針決定実施

目
標
達
成
⑮･梱包用木材使用量削   

  減維持

・梱包用木材使用量
　99 年度比
削減 54.5t

削減 41.0t 削減 42.5 ｔを達成

（更新）グリーン調達ガ
イドラインに基づいた
取引先への要請および
指導　（継続活動）

  グリーン調達推進指  
  針運用、維持向上

グリーン調達推進指
針作成、取引先評価

グリーン調達の推進指針作成 ､
取引先の環境評価実施
（500 社超）

環境マネジメントシステム

※（　）は久世工場編入補正前の値

　環境方針を具体化するため目標を定め、全社と関連する各部門がマネジメントプログラムを作成して、活動を

実施しています。その重点活動項目は下記の通りで、2002 年度は全ての項目について目標を達成しました ｡

　活動事例は、後のページをご覧ください ｡当社は、今後も環境目的達成に向け活動を継続していきます ｡
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環境マネジメントシステム

環境管理総括者

全社環境委員会 内部環境監査員

環境管理責任者

事務局専門部会
省エネルギー部会

省資源・リサイクル部会
環境にやさしい製品部会

部
門

部
門

部
門

部
門

関
係
会
社

（品質・環境・安全センター
環境管理グループ）

ISO 認証取得状況

受審対象 対象部門 ､関係会社 取得年月 審査機関 登録番号 備考

京都地区

梅津工場 日新電機本社 ､
NHV､ 日サ

2001.6.13

JACO
( 株 ) 日本環境認証機構    EC01J0056

ＮＨＶ：現NHVC
日サ：現NBP 

九条工場 NPD

十条工場 NTK 2003.5.21

第 2次サー
ベイランス
審査時編入久世工場 NIC

前橋地区 前橋制作所
日新電機前橋製作所 ､
NHV､ 日サ、NTK、
NESCO

2001.6.13

NHV：日新ハイボルテージ（株）
NHVC：（株）NHVコーポレーション
NPD：日新受配電システム（株）
NTK：日新テクノス（株）

［注］ NESCO：日新エレクトロンサービス（株）
NIC：日新イオン機器（株）
日サ：（株）日新サービス
NBP：（株）日新ビジネスプロモート

環境保全推進体制
　環境活動を全社で推進するため、当社は次のような環境保全推進体制をとっております。環境管理総括者は環境担当役員で、

また最高審議機関として全社環境委員会があり、その下部組織として専門部会が活動を実行するなど、全社横断的に強化した

運営を行っています ｡

関
係
会
社

・・・ ・・・

ISO14001 要求組織

　当社は 2001 年に ISO14001 の認証取得をしました。製造工場は環境負荷が大きいことから、2002 年には対象範囲

に久世地区を追加し、日新電機関係会社のすべての国内製造工場での認証取得を達成しました ｡

　今後はさらに海外の製造工場にも対象を広げていく予定です ｡
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環境マネジメントシステム

年代 年 環境保全活動

1980 ‘81 「環境管理室」設置

1990 ‘91

‘92

‘93

‘94

‘98

‘99

UNEP（国連環境計画）が当社を視察・・・特定フロン削減に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ついて視察

｢フロン対策専門委員会」設置

「日新電機環境保護活動」制定
 ・「全社環境委員会」、「専門委員会」設置

 ・基本理念制定  

 ・JEMA（社団法人　日本電機工業会）目標に合わせ活動開始

特定フロン、トリクロロエタン全廃

当社ホームページに環境保全活動内容を掲載

分別計量システム導入
・全排出物の分別収集徹底（削減・再資源化）

2000 ‘00

‘01

‘02

‘03

‘04

ISO14001 認証取得キックオフ

ISO14001 環境方針制定
ISO14001 認証取得（京都・前橋地区）

グリーン調達ガイドライン制定

エコ京都 21・地球温暖化部門認定受賞

京都地区・久世工場を追加、

すべての国内製造工場で ISO14001 認証取得達成
ISO14001 更新審査予定

環境保全への取組経過
　当社は従前より、「環境保全」は企業の重要な社会的責任と考え、公害防止をはじめ、省資源 ､省エネなど、前向き

に取組んでまいりました ｡1993 年には「日新電機環境保護活動」を制定するなど全社体制を確立し ､早期に特定フロ

ン等の全廃を実現しました ｡1999 年には分別計量システムを導入して排出物のバーコードによる管理体制を確立、分

別業務の効率化・精度向上を実現し、廃棄物削減と再資源化率の向上に大きな効果を上げています ｡
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事業活動における取組

地球温暖化防止対策の取組み
　地球温暖化防止対策として、当社は省エネルギー化を柱に活動を行っております。ISO14001 活動ではエネ
ルギー使用量削減の目標を次のように掲げています。
　・2006 年度までに総量で１９９９年度比９．８％削減
　・2010 年度までに売上高 CO2 原単位で１９９０年度比２５％削減　
　実際にエネルギー使用量は着実に低減しており、０２年度のエネルギー総量は省エネ目標を達成しており
ますが、CO2 原単位では０１年度と同じように９０年度比で悪い結果となりました。
　今後は省エネ部会を中心に ､ムダの排除 ､老朽化設備の高効率設備への更新 ､生産システムの改善などを
行い ､エネルギー使用量 CO2 原単位削減に取組んでいきます ｡

省エネルギー活動

エネルギー使用量の内訳

エネルギー使用量および CO2 原単位推移
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事業活動における取組

省エネルギー改善事例

活動内容 比率 分類 事例紹介
　１．照明、ＯＡ機器、コピー機の省エネ 39% 電力 改善事例　1
　２．空調機の省エネ 3% 電力
　３．生産、試験設備や作業工程の省エネ 31% 電力
　４．高効率ボイラー導入 22% 都市ガス 改善事例　2
　５．電力系統 /ＴＲ無負荷電力の削減 3% 電力
　６．付帯設備の省エネ・・・冷蔵庫等 3% 電力
　７．その他・・・復元機の撤去、ガソリン、灯油の削減 1% その他

改善前 改善後 削減量
電灯数 610 台 320 台 290 台
消費電力 117120kWH/ 年 52685kWH/ 年 64435kWH/ 年
熱量換算 1107GJ/ 年 498GJ/ 年 609GJ/ 年 (55％ )

　高効率蒸気ボイラを導入し、エネルギー効率向上を図
りました。全台数７台を順次更新中です。

ボイラ仕様

省エネ効果 ( 本社工場における活動例）

　蛍光灯のインバーター化と「ひもスイッチ」の取り付
けによる消灯励行により、蛍光灯の台数・エネルギー消
費を半減しました。

省エネルギー活動の概要

蒸発能力 2トン／ｈ
燃料消費量 都市ガス：113.4　Ｎm3／ｈ
ボイラ効率 96%（更新前 90％）

ISO14001 活動では、電力削減を主体に削減活動を展開しています。

・改善事例 1　：蛍光灯のインバーター化と消灯励行

・改善事例 2　：高効率ボイラー導入
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事業活動における取組

省資源・リサイクル活動の概要
活動内容 （注 1）削減効果比率 (%) 事例紹介

省
資
源

　1.　紙類（コピー紙、ダンボール、新聞紙）の削減 13%
　2.　廃油類（コンプレッサドレン油、ポンプ白濁油）の削減 13%
　3.　生産加工屑（金属屑、廃プラ等）の削減 50%
　4.　装置搬入時の木屑の削減 7%
　5.　梱包材の削減・・・再使用、通い箱化等 9% 改善事例 1
　6.　個人廃棄物持ち帰り、余材の再利用等 8%

省資源・リサイクル活動の取組み
（廃棄物削減と再資源化率の向上）

　当社は、分別の徹底により廃棄物削減と再資源
化率の向上に取組んでいます。

　廃棄物の分別については、94種類に分類され
ており、廃棄物が少しでも多くの資源ごみに変わ
るように細かな分類にしています。

2002 年度の廃棄物の削減活動については、1999
年度基準で目標値▲ 170 トン（7％）で活動を進
めましたが、実績▲ 419 トン（17.3％）と目標を
達成することが出来ました。　再資源化率の向上
についても目標 75％以上に対して、実績 76％と
目標達成しました。

　各部署より排出される廃棄物は、バーコードに
より管理されています。職場別バーコードと、廃
棄物別のバーコードにより各職場・種類毎に毎月
集計される仕組みとなっており、全員が社内Ｗｅ
ｂで廃棄物の排出量と再資源化率の推移を確認す
ることが出来、職場毎の目標達成に向けて管理で
きるようになっています。

省資源・リサイクル・ゼロエミッション活動

活動内容 （注２）再資源化率　向上効果比率 (％） 事例紹介
リ
サ
イ
ク
ル

 　1.　機密書類のリサイクル化 32% 改善事例 2
 　2.　分別徹底 5%
 　3.　OA機器のリサイクル 10%
 　4.　装置搬入時の木屑のリサイクル化 53%

（注 1）削減全体（100％）に占める活動の内訳           （注 2）再資源化率向上全体（100％）に占めるる活動の内訳
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事業活動における取組

・改善事例 1：　梱包レス化

木材購入量の削減量
１８．２トン /年

・改善事例 2：　機密書類のリサイクル化

リサイクル
年度 機密書類排出量実績 （注）総排出量比

2000 年度 13 ｔ 0.6%
2001 年度 17 ｔ 0.8%
2002 年度 20 ｔ 1.0%

ゼロエミッション活動
　当社グループは埋立廃棄物を無くすことは企業の使命であると認識し、「2004 年度中にゼロエミッションを達
成する」を目標に活動を開始しました。現在 ､埋立率の高い廃棄物別に７つのプロジェクトチームを編成し ､廃
棄物が埋め立てにまわらない活動を展開しています ｡
　基本は、物を持ち込まない、持ち込んだものは持ち出さないことであり、今後、製品設計を見直し、ごみ発生
の抑制や、リサイクル材料の再使用の活動も実施していきます。

埋立率の推移
総排出物 埋立廃棄物 埋立率

０１年度実績 2565 トン 155 トン 6.0%
０２年度実績 2077 トン 105 トン 5.0%
対象 本社工場＆前橋製作所

ゼロエミッションの定義

　当社からお客様へ製品の出荷において、いままで木枠梱包して製品を出荷していたものを、木枠からダン
ボール等の簡易梱包又は、無梱包の梱包レス化を推進し、木材の使用量の削減を実施しています。
また、出荷後持帰ってきた廃材について、再使用可能なものは再利用するようにして活動中です。

　いままで焼却処理をしていましたが、リサイクルの推進を図るため、製紙会社へ直接機密書類を搬送し、
そのまま製紙原料の溶解槽へ投入することにより、機密の保持と同時にリサイクルの推進を図っています。

焼却処理

○｢埋立廃棄物を総排出物の1％以下とする」ことです。
○総排出物とは、当社から排出される全ての不要物の
　ことです。
　　　　　　( 有価物 +一般廃棄物+産業廃棄物）

省資源・リサイクル改善事例

（注）総排出量に対する機密書類の重量比率
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事業活動における取組

　SF6 ガスは、電気機器の優れた絶縁材料として使用されていますが、温室効果ガスの一つで、二酸化炭素の
23,900 倍の温室効果をもつといわれています。現在、これに替わる絶縁材料ガスが無いことから、大気への放出
を出来るだけ少なくするようにしています。通常、電気機器（変圧器、遮断器等）で使用されているときは、密
閉状態でほとんど大気への放出はありませんが、点検や補修時大気への放出が多少ありますので、ガス回収装置
を使用してほとんどのガスを回収するようにして排出の抑制に努めています。
　2002 年度は、排出量が 0.9 トンで取扱排出率が 4.6%となり対前年度より排出率は 5.5 ポイント向上できました。
また当社では ､SF6 ガス使用量を大幅に削減した環境にやさしい超小形GIS｢XAE7」を開発しました ｡
　今後、SF6 排出量削減に大きな効果が期待されます ｡( 環境にやさしい製品づくり参照）

　SF6 ガスの大気排出抑制のため、回収能力に優れた SF6 ガス回収装置を導入しました。

改善事例

SF6 ガス回収装置仕様
回収能力 10m3 ／ H（  65kg）
回収圧力 100Pa ～ 0.98MPa
再充填圧力     0Pa ～ 0.98MPa
再充填能力 30m3 ／ H（200kg）
貯蔵能力 300kg

SF6 排出量低減活動
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事業活動における取組

PRTR 法に対する対応
　当社は 1998 ～ 2000 年度の 3回、JEMA( 社団法人  日本電機工業会 ) が行ったパイロット事業に参加し、化学
物質の把握を行いました。
　また、PRTR 法の施行により、2004 年度報告分より、指定物質の使用量が 1t 以上の事業所に関して、報告の義
務が生じます。

日新電機グループにおける PRTR 法に基づく事業所別対象化学物質は下記の通りです。

（注）主に塗料に含まれているものです
報告対象となる前橋製作所における化学物質の使用量は、下記の通りです。

事業所 PRTR 法報告対象物質

梅津本社工場 対象物質の報告を要する量まで達しておりません

前橋製作所 （注）トルエン・キシレン・エチルベンゼン

九条工場（日新受配電システム（株））対象物質の報告を要する量まで達しておりません

久世工場（日新イオン機器㈱） 対象物質の報告を要する量まで達しておりません

日新ハイボルテージ株式会社 対象物質の報告を要する量まで達しておりません

化学物質管理・削減活動
　当社では ､ISO14001 の化学物質管理規定 ､環境影響評価規定、環境影響評価基準に基づき ､すべての化学物質の把握・
管理を行ない、化学物質による環境汚染 ､災害事故の未然防止を図っています ｡　また、ＰＲＴＲ法（特定化学物質の環
境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）対象化学物質の中で、当社において使用量が多いトルエン ､
キシレン ､エチルベンゼンについて、その削減活動を実施しています ｡
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環境測定
　事業活動に関する法律・条例、地域との協定などの遵守はもちろんのこと、より厳しい自主基準を設定し、確
実に規制値が守られるように努めています。
なお、当社グループ全体として、環境に関する 2002 年度の法令違反はありませんでした。

事業活動における取組

　当社は土壌・地下水汚染の原因にもなるテトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、トリクロロエタンの使
用を 1994 年に全廃しました。
　また、本社工場 ､久世工場 ､前橋製作所に設置した４本の揚水井戸について、1998 年度より自主的にこれら
の物質に関連する有機塩素化合物の観測を行ってきました。その結果は行政にも報告しています。
　行政の指導に従い毎年測定を行って、問題のない事を確認しております ｡

土壌および水質汚染に対する対応

区分 項目 単位 規制値 自主基準

大気
NOx ppm 150 120

ばいじん g/Nm3 0.1 0.021

水質

pH - 5 ～ 9 5.5 ～ 8.3
シアン化合物 mg/l 0.8 0.2

鉛 mg/l 0.1 0.03
銅 mg/l 3 1.5

溶解性鉄 mg/l 10 0.69
溶解性マンガン mg/l 10 0.2
ホウ素 mg/l 10 0.78

環境に関する規制遵守の状況

規制値と自主基準値（本社工場抜粋）

　当社では「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づいて PCB( ポリ塩化ビフェニル ) 使用機器を 3事業場
で厳重に保管・管理しています。保管している PCB 廃棄物はコンデンサ約 3350 台、変圧器など約 20 台、蛍光灯
安定器約 480 台で、その他に PCB が付着したウエス、砂などがあります。
　この保管状況等については「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づいて
届出を行っています。
　当社を含む重電機メーカ 18 社は、変圧器などの絶縁油から微量の PCB が検出されたことを経済産業省および
環境省に報告いたしました。2002 年 10 月に原因調査とお客様への情報提供等の指示を受けました。
　それに従い、当社ホームページなどを通じて、お客様にこれらに関する情報を提供しています。

PCB 混入品保管と管理
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事業活動における取組

　当社では、地球環境保全のための基本理念に基づいて、環境への負荷の少ない製品・部材・材料・原料、及びサー
ビスを優先調達するとともに、有害化学物質の不使用や削減を目指してグリーン調達を推進しています。

　2002 年 4 月に制定した「グリーン調達ガイドライン」に基づいて取引先の評価・選定基準を設定し、取引先
の調査を原則年 1回実施しています。
なお、ガイトラインはすべての調達品・サービスに適用しています。

グリーン調達ガイドライン
　ガイドラインには、当社の環境保全活動、グリーン調達の考え方、取引先への調査方法や当社での使用禁止物
質、削減対象物質、管理対象物質を明確にしています。
　500 社を超す取引先に配付させていただきました。

●取引先の評価項目
1）ISO14001 の認証または KES（※）や第三者機関の認証を取得していること。
2）グリーン購入を実施している。または推進計画があること。
3）ISO14001、KES や第三者機関の認証計画があるまたは環境保全に対し以下の 10 項目の
　  取り組みが積極的に実行されていること。

 ・環境管理推進組織の設置
 ・当該組織の社内的位置づけ、および機能の明確化
 ・経営トップの当該組織への参画状況
 ・水質汚濁防止法等の環境関連法規の遵守
 ・環境を配慮した資材活用計画
 ・環境に配慮した製造工程の改善計画
 ・従業員への環境保全に関する教育計画と実施状況
 ・当社環境方針の理解
 ・規制物質に対する取り組み状況及び当社環境改善活動（協力要請）に対する即応性
 ・環境に配慮した製品作りの推進

4）前提条件として、近年、関係監督官庁からの環境に関する処罰を受けてい ないこと。

（※）KES：KES・環境マネジメントシステムスタンダードの略。
　　　　　 簡易版環境マネジメントシステムのこと。

●取引先の選定基準
上記の評価項目に基づき、環境保全活動を推進している
取引先からの調達を優先しています。

グリーン調達
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環境にやさしい製品づくり

　日新電機では、製造･輸送段階等での消費材料、エネルギーをはじめ、使用中はもちろん、
寿命を終えて製品が廃棄されるまでの総合的な環境評価を行うＬＣＡ（ライフサイクル
アセスメント）の考え方で、環境負荷の低減を目指した製品づくりに取り組んでいます ｡

超縮小形ガス絶縁装置
　当社は、LCA で環境負荷を低減した官民需向け受

変電設備「XAE7 形 GIS*」の開発に成功しました ｡

　この GIS は、SF6（六フッ化硫黄）を用いた独創的
な消弧原理をもつ AE 形 GCB** を開発・適用したも

ので、サイズで VCB** 比 65%（当社比）、装置全体

では従来比５５％と大幅に縮小化した、世界最小の

GIS です。

　この「XAE7 形 GIS」は、VCB 等の SF6を使わない
機器に比べ、素材段階から設備撤去までのトータル

の CO2換算総排出量を低減し（当社推定）、より環境
にやさしい製品を実現しました ｡

SF6 の優位性に着目、環境に優しい製品づくり
　受変電設備で使用される SF6は人体に無害で優れ
た電気特性を持つ信頼性の高いガスですが、温室効

果ガスに指定され、大気への排出削減が求められて

います。

　これら設備では SF6は堅牢なタンク内で使用され、
シール技術の改善を図り、ガスの回収・再利用を基

準化し管理･運営されており、一連の閉サイクルを実

現しています。

　当社はこの SF6の排出量規制を徹底し、SF6の技術
面における優位性（絶縁性能･消弧性能）を追求して

電力機器の小形化を図り、“ライフサイクルで環境に

やさしい製品づくり” を基本コンセプトとして、今

後とも環境配慮形製品を目指します ｡

環境に優しい製品づくり

～独創技術で、CO2換算総排出量を大幅に低減～

*　GIS（Gas Insulated Switchgear）は、電源
系統の切り替えや、万一事故が発生した時に回
路を切り離すための装置です。

**  GCB はガス遮断器、ＶＣＢは真空遮断器の
ことで、GIS の主要な構成機器です ｡
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パルスプラズマ脱臭装置
　昨今、生活環境の質的向上に伴って、物質
濃度は低いけれども多様な臭気を含んだ、い
わゆる低濃度・複合臭問題がクローズアップ
されています。
　当社は、このような新しい臭気環境の問題
解決として「パルスプラズマ脱臭装置」を開
発、2002 年度より販売開始、納入実績を積
み重ねています。
　食品工場や下水処理場などに納入し、お客
様や周辺住民の方々の臭気環境問題解決に大
きく貢献しています。

排水処理プラント　ハイキューブシステム

　近年、産業活動にともなう様々なシーンで
水環境保全が叫ばれています。当社では、こ
の課題に着目し、高性能な火山灰接触材を使
用した排水処理プラント『ハイキューブシス
テム』を 2001 年度より販売を開始し、既に、
食品・食肉加工の工場排水や合併浄化槽など
に適用され、環境水の汚濁防止に大きく貢献
しています。
　この『ハイキューブシステム』は、汚泥発
生量が極めて少ない・負荷変動に強い・接触
材の交換不要など特長を有しており多くのお
客様より好評を得ております。

環境にやさしい製品づくり

超低損失電力用コンデンサ

 　当社は、製品開発以来約 140,000Mvar のコンデ
ンサをお客様に納入しています。
　コンデンサは、誘電体の改良・開発 ( 紙→紙フィ
ルム→オールフィルム ) 等により、エネルギー損失
が約 1/10 に低減できました。その結果、コンデン
サ設備の CO2 排出量は約 1/4 に低減され、年間約 2
トンの CO2 排出が抑制されています。（10Mvar 設備
の例）
　また ､低損失化に伴って大容量化が達成され ､最
大容量 40Mvar のコンデンサが製作可能となりまし
た。この結果、設置面積は約 20%までコンパクト
化されました。

～天然火山灰の力で高性能廃水処理を実現～

『ハイキューブシステム』 

～オールフィルム化で、CO2 排出量 1/4 に低減～

　　　　　　69kV 40Mvar オールフィルムコンデンサ設備

～お客様並びに周辺住民の方々の臭気環境問題解決に貢献～

食品工場殿へ納入のパルスプラズマ脱臭装置（350m3/min ×２台）

火山灰接触材
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　京都府では、環境配慮活動について率先して取
り組んでいる事業所等を ｢エコ京都 21（京都・環
境を守り育てる事業所）｣として、認定・登録する
制度が創設されております。

　当社は、地球温暖化防止部門（地球温暖化防止
のため二酸化炭素の削減に積極的に取り組んでい
る事業所を対象）において、認定されました。（2002
年 5月）

　ISO14001 活動で電力削減を主体とした取り組み
の結果、2002 年度の二酸化炭素排出量は、基準年
度（1998 年）比、削減率 26 パーセントを達成し
ております。

　右京区、中京区の御室川と天神川の流域で河川
美化に取り組む「御室・天神川を美しくする企業
協議会」が 1978 年に結成されました。

　結成された当時の河川は、家庭、工場からの排
水がたれ流され、その上、産業、生活などのゴミ
が散乱し、とても川魚などが住める状況ではあり
ませんでした。

　当社はこの協議会に参画し、河川パトロール、河
川水質検査、各種講演会の開催など、地域の美化
活動に積極的に協力してまいりました。御室・天
神川両河川の水質は、着実に改善され、川魚初め
いろいろな生物が戻ってきております。

　今後とも地域環境改善のため、地道な美化活動
に継続して協力してまいります。

環境コミュニケーション

環境コミュニケーション

エコ京都 21・地球温暖化防止部門認定

御室・天神川を美しくする企業協議会

　当社グループは、地域の環境保全や意識向上につながる活動を積極的に推進し、
社会に貢献しています ｡
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　当社における環境問題への取組を、地域の皆様に
ご理解いただくための活動を行っております。

　2001 年 6 月には、地元の中学校関係の皆さんに、
当社にお越しいただき、地球環境問題と当社の取り
組みに対するご説明と、廃棄物収集の現場見学会を
開催しました。

　当日は、自治連合会長、中学校校長先生初め、担
任の先生、生徒さん、ならびに父兄（特に主婦層の方）
の皆様方計２１名のご参加をいただきました。

　たいへん好評で、地域の皆様から「日新電機の取
り組みが良く判った。」「廃棄物の分別の多さに驚い
た。」などのご感想をいただきました。

　本社貯水池の錦鯉を小学校に寄付するため、日新電
機の有志（カルガモ・鯉を守る会）が京都府の小 学校
に集まりました。 

　寄贈した鯉は、当社の常駐業者さんが貯水池に寄付
してくださっているものですが、数が多くなってきた
ため、一部を小学校に寄付することにしました。 

　当日は、先生方や父兄の方々が見守る中、運び込ん
だ約 30 匹の鯉を小学生が掴んで池に放しました。小学
校の池で艶やかに泳ぐ鯉を見て、子供たちも大喜びで
した。 

　鯉の世話を通して、明日を担う小学生の皆さんが
一人でも多く「環境」の事を考えてくれたらと思います。

　日新社員は、一企業市民として地域の皆様のお役に
立つ活動を行っております。

環境コミュニケーション

地元中学校関係者殿への説明会

鯉物語
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営業種目

●受変電設備
●配電盤　●変圧器
●変成器　●計器　●継電器
●遮断器　●開閉器
●ガス絶縁開閉装置
●太陽光発電システム　等

●ビーム応用装置他
●イオン注入装置　
●イオンドーピング装置
●電子線照射装置
●薄膜形成装置　等

●制御システム
●監視制御システム
●情報セキュリティ製品
●情報通信ネットワーク製
品
●車両ナンバ読取装置　等

●調相設備
●コンデンサ設備　
●フィルタ設備
●リアクトル
●無効電力補償装置　等

下記の電気機械器具の製造・販売

会 社 名

創 立

資 本 金

従 業 員 数

建 設 業 許 可

発行済株式総数

株 式 コ ー ド

1917年（大正6年）4月11日

102億5,284万円

3,099人（2003年3月末現在, 連結）

1,709人（2003年3月末現在, 単独）

国土交通大臣許可（特-14）第1882号

1億783万株

6641

売上高推移

2000年度 2001年度

74,895
（80,332）

60,024
（65,406）

2002年度

61,334
（66,693）

（単位：百万円）（　　）内は連結決算ベース
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環境報告書　担当部署　担当者　連絡先

　・環境G：浦野、菅沼　TEL  075-864-8913　FAX 075-864-8431

　・広報 G：浅井、西原　TEL 075-864-8849　FAX075-864-8571
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